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In this paper， a ∞Ire city組 dits influential area in 10伺1urban sphere are considered 
as an effective planning山首tin regional p1anning. And a change in app回阻配eof 
characteristiωand its intemal alα凹n叫ationpa仕ernof local ur凶 1sphere were made 
c1伺r.
1.はじめに
( 1 ) 本研究の背景と目的
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こ.れまで都市は進歩・拡大・成長を繰り返してきた。しかし、社会経済の変化、遠距離通信技術
の容量の増大と高度化、出生率の低下などは、人々のパラダイムを変える要因となり、安定・安全
・縮小の方向へと移行しつつある。現在、交流・連携による地域の活性化、そして新たな国土軸の
形成と、ますます地方への期待が高まっている。そのような中で今後地方都市がどのように変化し
ていくのか、また新たな国土軸のー支点として活性化していくための方向性を的確に捉えることが
重要となってきた。そこで、まず地方都市の変容過程、そして内部構造の集積の変化を知ることが
必要だと思われるo
本研究では、地方の拠点としての中心都市とその影響圏を今後の地域整備上の重要なまとまりと
見なし、まず2章で地方都市圏変容分析のための概念を示す。次に 3章で本研究で用いる対象都市
圏を設定し、その都市圏全体の集積の変容過程を明らかにするo更に4章で都市圏の内部構造〈中
心と周辺の関係など)に着目し、その変化の特性と地域性を明らかにする。
( 2 ) 地域構造分析の類似研究
これまでは地方都市の市街地に着目した研究が数多くなされてきた。大谷(1)は市街地の形成過程
に関する研究で、地形図上に図示された市街地の時系列的な発展過程と市街地形態・人口規模の関
係、そして誘導的核の投入、市街地の形勢過程の解明を行った。吉坂∞は都市の市街化過程の類型
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と構造の研究で、現代都市の成立過程と都市発展史の流れの中における都市の成長スピードを示す
時間変数をとらえ、市街化発展図を類型化し、都市発展の一般法則を抽出している。また後藤 (3)は
都市空間パターンの位相的分析法とその日本全国都市比較への適用で、従来の隣接グラフとホモト
ピックツリーを融合した新たな表記法による日本全国の都市パターンの比較分析を行った。
本研究では上記の研究を参考にしつつも、都市圏という大きな単位で地域構造を分析してL、く。
2.都市圏の分析方法
都市圏の変容を把握するためには、中心都市に対する影響の範囲(圏域)の変化、圏域内の定住
人口の集積量の変化、そして圏域内部の集積パターンの 3つの側面から捉える必要がある。そのた
めにここでは、ある時点間の圏域、及びそこでの集積量の変化を図 1が示すように分解して捉える
ことにする口従って本研究における定住人口の集積変化は次のように表される。
〈ある時点聞の都市圏域集積変化量)= 
〈中心都市での変化量)+ (基礎影智園での変化量)+ (影響回の拡縮による増滅量〉
基礎影響圏:ある時点の l時点前の中心都市を除いた圏域
実影響圏 :ある時点の都市圏域
つまり、本研究では中心都市が周辺市町村か
ら通勤通学者を流入させ、影響圏に取り込み、
そこを基礎として更に圏域外部の市町村に影
響を与え面積的にも拡大していくと捉える。
以上の変化を定住人口量に着目して表したも
のが図 2である。この図は都市圏全体の変化、
圏域内の空間別の変化、各時点の圏域の内部
構造を表す。
3. 地方都市圏の人口集積変化の全体的傾向
( 1 ) 対象都市の設定
本研究では、今後の地域整備の方向として
の地方の拠点都市育成、ひいては地方圏整備
を脱んだものにするためにも、一定規模以上
の既存地方都市を中心とした一定の吸引力を
存する圏域を対象都市とし、以下の手順で設
定した。
①東京・大阪・名古屋といった 3大都市の影
響である東京23区・千葉・神奈川・愛知・般
車・京都・大阪・兵庫の8都府県と、制令指
令都市とその影響を受ける都市を除いたもの
を中心候補都市とする。
②平成2年度国勢調査報告書をもとに、①の
.中心都市
.基礎影響圏
内拡大影響圏
-増加量
図1 地方都市圏域概念図
T T+L1T 年)
図2 都市固定住人口量変化概念図
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候補都市から定住人口10万人以上で昼夜間人口比が
l以上の都市を中心都市として設定する。
牢1∞O(人)
500 1000 1500 
③設定された中心都市の周辺市町村で、通勤・通学
流動調査をもとに、中心都市への通勤・通学者数5 画館市
%以上を周辺影響固とし、 1つの地方都市圏域を設
定する。
以上の手法により、本研究では80地方都市圏域を
対象都市とした。そしてこれらの都市において、昭
和45、50、55、60年の4時点について③の地方都市
圏域について、各時点での実影響圏を設定した。
図3は対象都市圏の中心都市と周辺影響圏の平成
2年度の定住人口を表したものである。対象都市圏
の定住人口は約13万人から140万人である。
( 2 ) 都市圏の全体的な集積
まず対象都市圏全体について、定住人口の変化率
を圏域の内部構造(中心都市・基礎影響圏・拡大部
分別〉に着目して、昭和45年以降から 5年ごとに平
成2年度まで見たのが表 1であるo これによると地
方部における人口集積変化の全体的傾向としては、
昭和40年代後半にかなりの人口集積の伸びが見られ
たこと、昭和50年代以降は圏域全体の伸びが比較的
安定していると共に、中心都市での伸ぴが減少して
いること、そして近年では圏域の面的拡大が再び圏
域全体の人口集積規模の増大に大きく寄与している
ことなどが分かる。
更にこれらを各都市圏別に見たものが図 4である。
これによると変化における内部構造には様々な形態
があり、中には中心都市・基礎影響園で定住人口が
減少しているもの、そして圏域さえも縮小している
都市があることが分かるo またここから表 lで見ら
れる昭和60年一平成2年も面的拡大は足利・小山・
富山・沼津などの各都市圏での大きな変化が、全国
変化に影響していると考えられる。
4. 中心都市への相対的集積性とその変化
( 1 ) 中心都市への集積性の傾向
圏域全体に対する中心都市への相対的集積性とそ
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の推移特性を見るために、各時点、ごとに定 表1 都市圏全体及びその内部空間別の集積
住人口の圏域全体と中心都市との相関関係
を見たものが表2であるo これにより都市
圏内での相対的集積性(中心都市集中率〉
は昭和45年から平成2年の20年間で全国的
に約54%と比較的安定した値をとっている
ことが分かる o しかし昭和45年と平成2年の各都市圏
ごとの中心都市集中率をプロットした図 5では、各都
市圏ごとに中心都市集中率が固有の値をとっており約0.8 
30%から90%と幅が広く、その変動は小さいことが分
0.6 
かるo 芸
0.4 
( 2 ) 都市圏変容パターンの類型化 0.2 
各都市圏の定住人口変化の内部構造と圏域全体の変
化傾向から都市圏変容の類型化を行った。ここでは圏
域全体の昭和45年から平成2年の変化を停滞・減少、
標準増加、増加大の 3つに分類し、それぞ
分)の内部構造を分類してその分布を表3
に表した。影響空間のその他とは特に影響
した空間がないものであり、圏域全体の変
化量も小さい都市圏である。
全体的に標準増加と増加大に該当する都
市圏の影響空間は、中心都市+基礎影響圏、
中心都市+拡大影響圏、中心都市+基礎影
響園+拡大影響圏であり中心都市を含んだ
複合空間であることが分かる。逆に人口変
化が停滞・減少している都市圏は、中心都
市のみの人口変化が圏域全体の変化である
ものが多く、周辺影響圏にまで定住人口を
増加させる吸引力が小さい都市圏であるこ
とが分かる。(北見都市圏、下関都市圏等〉
このことから地方都市閣においては中心
都市の吸引力が都市圏全体の変動に大きく
関わり、中心都市の変化が停滞している都
市圏は集積停滞すると言えるo
更に表3中の主なrl:ターンに該当する都
表 2
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市圏の定住人口量の推移を図 2を用いて表したのが図 6
-a， b， cである。
図6-a 中心都市主導型・人口変化停滞減少
(青森都市圏)
圏域全体の変化が中心都市の変化と平行で
ほぼ水平である。
図6-b 中心都市集積+面的拡大型・標準増加
(福山都市圏〉
圏域全体の変化の集積が中心都市よりも大
きく、拡大しているため45年度圏域人口変
化のラインから離れている。 45年度圏域人
口変化と中心都市人口変化が平行である。
図6-c 全体集積型・増加大
(小山都市圏〉
圏域全体の変化の傾きは図 6-bよりの大
きく、拡大も見られ、基礎閤域でも集積し
ているため昭和45年度圏域人口変化傾きが
中心都市人口変化より若干大きL、。
このように各パターンごとに、それぞれの特徴ある変
容形態をグラフで示すことができる。
( 3 ) 中心都市集中率変化の分布
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図6 定住人口変化形態図
ここでは上記の(2 )で類型化したものの影響空間の推移を明らかにし、更にそれぞれに該当す
る都市圏の中心都市集中率変化の分布を見ることで、変化の内部構造と圏域内における中心都市の
相対的集積性との関係を捉えた。特徴は図 7に示すとおりであるが、ここから影響空間のパターン
の推移を見ることができる。昭和55年から平成2年では中心都市が圏域の変動に影響している都市
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がわずか10都市で、各空間で大きな変化が見られず、先の分類でその他に該当する都市が増えてき
ているo このことは中心都市の影響力が低下していること表しているo基礎影響圏、基礎影響圏+
拡大影響圏に該当する都市も年々減少しており、それらの中心都市集中率は大抵のものが減少して
いる。これは中心都市人口自体が減少している都市圏があることも関係するが、中心都市以外での
定住人口の変化も停滞していることを表していると思われる。
一方、先の分類で「その他jに該当する都市圏は昭和55年以降40を越え、その中でも中心都市集
中率が低下している都市圏では中心都市の定住者の基礎圏域・拡大部分への移住が考えられる。ま
た若干の上昇がみられる都市圏では、中心都市での集積のみが小さいながらも起こっているか、或
いは面的縮小が考えられるo これらのことから、各都市圏ごとに変化の形態・速度は様々であるが、
全国の地方都市の中には既にそれぞれの飽和点に達しているものがあるのではなL、かと考える。
5. まとめ
( 1 ) 結論
① 地方都市圏の全体的集積は近年停滞している。
② 地方都市圏の変化の内部構造は各都市圏ごとに様々であるが、全体的には昭和45-50年で主に中
心都市で定住人口を集積しながら圏域を拡大させた。昭和50-60年で圏域全体の集積速度を低下させ、
圏域内の各空間〈中心都市・基礎影響圏)の定住人口密度を大きくしていった。昭和60-平成2年で
は、全体的に中心都市の集積量は停滞しているが更に面的拡大をする都市圏が見られた。
③ 中心都市の集積量が多く、それに加えてと中心都市の吸引力による面的拡大の大きな都市圏は、
20年間の都市圏全体の定住人口変化が大きL、。
④ 圏域全体の変化が停滞している都市圏における中心都市は、既にそれぞれの飽和に達している
と考えられ、周辺市町村に影響を及ぼす力が停滞している。
( 2 ) 今後の課題
本研究で得られた地方都市圏における定住人口の空間的構造の変容実体を歴史性、戦災、自然条
件なども考えて具体的な都市圏を対象にし、その事例研究を行うことでより明確に捉える必要があ
るo そしてこれまでにたどってきた経路・現状を正面から捉えることで、集積が停滞している地方
都市圏の今後のあり方を提案することが課題としてあげられる。
最後に本研究を進める過程で、福井大学院博士前期課程の本 宏樹氏の協力を得た。謹んで感謝
する次第であるo
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